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外国人の子どもの教育で「日本語」はどのように位置づけられてきたか 

佐藤 郡衛（明治大学） 

１．学校で最初に「日本語」が注目されたのは？ 

日本において子どもに対する日本語教育は、帰国児童生徒教育からスタートした。海外

から帰国した子どもの教育が、「問題」として取り上げられるようになるのは 1970 年前後
のことである。高度経済成長とともに企業の海外進出が盛んになり、海外子女数が増加

し、それに伴い帰国する子どもの数も増加傾向を示しはじめた。特に、現地校やインター

ナショナル・スクールに就学していた子どもの中には、日本語の能力が不十分な子どもが

多かったことから、日本語教育が課題になったのである。 

 帰国児童生徒教育で最初に関心が払われたのは、日本語力、とりわけ語彙力に関してで

あった。草薙は、小学校高学年、中学校で学習する単語に関して一般の子どもとの運用能

力の差が大きいこと、類似語を見分ける能力が劣ること、文中で適切な単語を選択する能

力が弱いこと、名詞と動詞の慣用的な組み合わせを見いだす能力差が大きいことなどを明

らかにした(1)。中西らは、帰国後２年以上経過した場合、滞在年数が長くとも日本語が回

復すること、滞在期間が２年未満の子どもについては日本語の能力の低下はみられない

が、２年以上になると少しずつ影響がでてくること、そして帰国した子どもが一番誤りや

すい品詞は動詞であり、次いで名詞であることなどの結果を明らかにしている(2)。 

1980 年代前半までの研究の多くは、日本の子どもと比較し、語彙力がどの程度劣ってい
るか、どのような語彙が不足しているかといった点を明らかにしてきた。こうした研究成

果を踏まえ、帰国児童生徒に対する日本語教育は、語彙力を増やすことが目指された。そ

のために身近な生活に関する言葉や日本文化に関わる言葉に注目し、語彙の習得に中心が

おかれていた。 

２．本格的な日本語指導の始動 

日本の学校において「日本語」が明確に意識されるようになったのは 1990 年以降であ
る。1970 年代に中国帰国者の子どもやインドシナ難民の子どもの日本語教育が開始され成
果も蓄積されつつあったが、子どもの数が少なく、学校教育の全体の課題にはなりにくか 

った。1980 年代、日本経済はバブル期にあり、製造業を中心に人手不足が深刻化してい
た。1989 年に「出入国管理及び難民認定法」（入管法）を改正し、日系移民とその子孫に
定住資格を与え、日本での居住と労働を認めた。その結果、日系ブラジル人が急増し、 

1990 年には約 56,000 人だったが、94 年には一挙に 15 万人と３倍近くになった。日系ペ
ルー人も同様に増加していった。同時に帯同する子どもも急増することになった。

文部省（当時）は、1991年にはじめて「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入状況

等に関する調査」を実施した。その結果、学校で日本語指導が必要な小学生は 3,978人、

中学生は 1,485人だった。ただし、「指導を必要とする」という基準が曖昧であり、日常

会話ができれば指導を必要としないとみなされてしまうといった問題も指摘された。実際



の子どもの様子は、休み時間や放課後に流暢に日本語を操っていても、いったん授業に参

加すると授業内容が理解できない、また理解したことを十分に表現できないといった状況

にあった。学校では、1990年当初から学習するための「ことばの力」に注目していた。 

 日本語の力が十分でない外国人の子どもの増加により、「日本語」が学校教育で明確に

意識されるようになる。当時の学校での日本語指導の一端についてみてみよう(3) 

① 小学校低学年の指導事例（ペルー出身の小学 1年生） 

・ １学期は、学習経験が皆無のため、幼児向け雑誌、及びその付録、ひらがな運筆の練習、

色塗りの方法、学校周辺めぐりなどを通して日本語指導を行った。 

・ ２学期はひらがなの読み書き、生活のための日本語、1～20 の数の練習などを行った。 

② 小学校中学年の指導事例（ブラジル出身で滞在期間が約１年の小学４年生） 

・ 絵カードを見せ、動物や品物の固有名詞を覚えさせる。その名前をひらがなで表し文字を

導入する。固有名詞の文字を点線で表記し、絵カードと一体化させ練習させる。 

・ 上の指導を長音、濁音、促音、拗音を用いて表すものに発展させ（例えば、しゃしょう、

ひゃっかてん）、ひらがな表記を覚えさせる。ひらがな文字の筆順や字形を正式に覚え

る。カタカナでも同様の指導を行う。短文を書き、助詞を覚える。 

③ 小学校高学年の指導事例（ブラジル出身で滞在期間が約２年の小学６年生） 

・ 週８時間専任の教師による取り出し指導を行った。このうち４時間は個別指導である。 

・ 個別指導では、『にほんごをまなぼう』『ひろこさんのたのしいにほんご』、そして自作のプ

リントなどを教材とした。校舎内外をまわったり、日本語とポルトガル語を教えあったりし

たが、１時間変化をつけるのが難しい。 

・ グループ指導では、ゲームを行い、日本語の語彙を広げた。ポルトガル語、日本語の両方わ

かる子どもに通訳してもらい、凧づくり、季節の行事をとりあげ、具体的な操作や体験を多

くさせるようにした。 

④ 中学生の指導事例（中国出身の滞在期間が約１年の中学１年生） 

・ 週 13時間の取り出し指導で、日本語の音声・文字・文型などの指導を行っていた。 

・ 『せんせいおはようございます 老師早！』（文部省）、『ひらがなカタカナ練習帳』（中国残

留孤児援護基金）、『日本語』（国際日本語学校）、『にほんごをまなぼう』（文部省）を使用し

ている。 

 このように、外国人の集住地域を中心に、学校での日本語指導が開始されたが、これまで

経験したことがなったため、試行錯誤で行われていたことが把握できる。外国人の子どもが

多い学校の教師を対象にした調査（４）では、日本語指導の課題について、「日本語を体系的

に指導するシステム（教材、指導者、指導方法など）ができていない」という意見が多かっ

た。ある教師は、「教職経験 23年目だが、日本語指導は国語の指導とは全く別であることが

わかった。研修の機会がほしい」といった声も聞かれた。学校で本格的に日本語指導が開始

され、外国人の子どもが在籍する多くの学校で実践を重ねてきたが、教科指導と日本語指導

の両立が困難だという意見が多かった。 

 

３．日本語指導と教科指導の統合―JSLカリキュラムの開発・展開 

（1）JSLカリキュラムの開発の経緯 

外国人の子どもの増加傾向は、2000年代に入ってからも続いた。特に、ブラジル系の人



たちが多く居住する群馬県大泉町、愛知県豊田市、浜松市などの集住地域の学校では、半

数近くが外国人の子どもというところも現れるようになった。また、大都市を中心にして

中国やフィリピン出身の子どもも多くなり、日本語の習得が学校での重要な課題になって

いった。 

日本語の指導は、多くの学校で行われるようになり、教材なども多く開発された。しか

し、教育現場には、日本語ができるようになれば学習活動に参加する力もつく、教科の中

でも特に重要な語彙を習得すれば学習活動に参加するための力が育成できるといった考え

方が強く、日本語指導が教科指導につながらないという問題がおきてきた。そこで、日本

語指導と教科指導を統合的に進めるために、文科省では 2001年に JSL（Japanese as a 

Second Language）カリキュラムの開発に着手し、2003年に小学校編（５）、2006年に中

学校編（６）を開発した。なお、報告者はこの開発の協力者会議の座長を務めた。 

 

（2）JSLカリキュラムの基本コンセプト 

 JSL カリキュラムが「日本語」をどのように位置付けたかに焦点を当ててみていく（７）。 

① 「学習に参加するための日本語の力」をつけることをねらいにした。そのため、学習活

動を「体験」－「探求」－「発信」の３段階に分けて組み立て、各段階とも問題解決的

な活動を基本にすえた。 

② 具体物や直接的体験を支えにした学習活動を重視した。 

③ 子どもの学習活動を基礎的な活動単位（Activity Unit=AU）に整理し、その活動単位ご

とに日本語のバリエーションを用意した。 

④ 授業づくりを支援するためのツールにした。多様な背景を持った子どもたちの実態か

ら画一的な内容や定型的なカリキュラムでは対応できないためである。 

 

（3）JSLカリキュラムにおける「日本語」の位置付け 

子どもが学習に参加したり、学習内容を理解できるようにしたりするには、定型的で固定

的な日本語表現ではなく、子どもが理解しやすい多様な日本語表現を考慮していく必要が

ある。そこで、１つの日本語表現ではなく、さまざまな日本語の表現を工夫することで、子

どもの理解を促進させていくという方法をとった。 

JSL カリキュラムの特徴の１つが子どもの活動に即したさまざまな日本語表現とそのバ

リエーションを用意したことである。AUは学習活動を構成している一連の下位活動である。

たとえば次のようなものが考えられる。 

① 「体験」の局面： 知識を確認する、経験を確認する、など 

② 「探求」の局面： 比べながら観察する、変化を観察する、など 

③ 「発信」の局面： 表現する、判断する、など 

 授業の中で展開する子どもたちの学習活動はこうした単位的な下位活動が数多く組み合

わさって成り立っている。このような活動（AU）と、それを行うために必要な日本語表現

のバリエーションを組み合わせ、一枚のカードにしたものが AUカードである。AUカード

により学習活動と日本語を一体化させるようにした。 

AUの日本語表現では、活動における学習の各局面のコミュニケーションを支える日本語

の表現例を示した。その日本語表現はあくまでも一つの例であり、子どもたちの言語運用力



や学力の多様性を考えれば、決して特定の定型表現が万能であることはない。また、基礎的

な日本語の文型や表現を網羅したものでもない。教科学習に入る前の段階にいる子どもた

ちが学習活動に参加することを可能にし、活動への参加を通して言語運用力および学ぶ力

を育成するために必要な日本語表現という視点で取り上げたものである。 

次の図は、「比べながら観察する」の例である。 

 

 

（4）JSLカリキュラムにおける日本語支援の方法 

JSL カリキュラムでは日本語の支援として、授業中に、生徒が新しい語彙の意味がわか

らずにいる時に易しいことばに言い換えて説明するというような「理解を促す支援（理解支

援）」、生徒が適当な表現が見つけられない時に表現をいくつか示して選択させるというよ

うな「表現を促す支援（表現支援）」、そして、繰り返し聞かせて定着を促進するような「記

憶を促す支援（記憶支援）」を設定した。 

① 理解支援 

・ 言い換え、視覚化、例示、比喩、対比、簡略化、補足、関連づけ等 

② 表現支援 

・ 選択肢を示す、表現方法を示す、モデルを示す、キーワードを示す、対話で引き出す、

母語で表現させる等 

③ 記憶支援 

・ 内容の構成例を示す、視覚化する、身体化する、音声化する、物語化する、反復する等 

 

（5）JSLカリキュラムの問題 

開発直後、現場では使いにくいという声が多くを占めた。その理由は、JSLカリキュラム

をツールとして示したため、授業づくりの負荷が高く、即実践に応用できないということだ

った。同時に内在的な問題もある。日本語で学習に参加する力の育成を重視したが「日本語」

の知識が不十分なため「日本語」が背後に退いてしまったこと、学習活動が体系化されてい

ないため日本語も網羅的であり日本語指導の系統性がわかりにくいこと、日本語表現が教

師対子どもの定型的なものにとどまり実際の教室場面での表現が反映されていないといっ

た問題である。また、文科省が開発の主体であるため、学習指導要領、特に教科という枠に

縛られ、子どもの言語能力や言語発達、第二言語習得といった視点が十分に出せなかったな

どの問題があった。 

 

４．現在の状況 

（1）日本語指導が必要な子どもとは 



日本の一条校に在籍する子どもで、日本語指導が必要な児童生徒は、教科学習について

いけない子どもも対象になり、学習言語力をつけることが大きな課題になる。また、外国

人学校やインターナショナル・スクールに就学する子どもも日本語教育を受けている例が

多く、一条校以外の学校での日本語教育も課題である。外国人学校やインタナショナル・

スクールを卒業後、日本の大学等に進学したり、日本で就職したりする子どもが多くなっ

ているためである。このように一条校以外の学校での日本語教育も課題になるが、現時点

では視野が向けられていない。また、不就学者や高校中退者など日本の公教育の枠から出

ている子どもの日本語教育はボランティアが中心であり、公的な支援はない。最近にな

り、夜間中学を各都道府県に 1校設置することが提案されているが、これからの課題であ

る。日本語指導の対象になる子どもについて示したのが下図である（８）。 

   
（2）最近の国の調査からみた動向 

外国籍の児童生徒数は学校基本調査によると 11万 6千人で年々増加傾向にある。文科省

の「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（2018 年度）」（９）では、日本

語指導が必要な外国籍の小学生は 26,316 人、中学生は 10,260 人、高校生 3,677 人、その

他 502人の計 40,755人に達し、前回調査（2016年度）と比較していずれも増加している。

日本国籍で日本語指導が必要な小学生は 7,669 人、中学生は 2,071 人、高校生 495 人、そ

の他 136人の 10,371人で日本語指導が必要な児童生徒数の合計は 51,126人である。 

都道府県別では愛知県が最も多く、ついで神奈川県、東京都、静岡県、大阪府などと続く。

一方で 39の都府県で外国人児童生徒が増加しており、全国的な広がりをみせている。また、

在籍する市町村数は 832（前回 825）に達しているが、このうち 10人未満が 56.7％と「散

在地域」が半数以上になる。 

日本語教育の現状についてである。国では日本語教材、日本語と教科の統合学習のための

「JSLカリキュラム」、担当者の指導マニュアルである「外国人児童生徒受入の手引き」、さ

らには「日本語能力の評価基準（Dialogic Language Assessment：DLA）」などの開発を進

めてきた。さらに、「特別の教育課程」の編成という制度改革により正規の授業時間内で日

本語指導が可能になった。また、外国人児童生徒 18人につき一人の日本語指導担当教師を

配置できるようにもなった。このように、日本語指導については一定の成果が蓄積されてき

たが、実際にはいまだ十分とはいえない実態もみえてくる。 
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文科省の「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（2018年度）」による

と、日本語指導を受けている児童生徒の割合は、外国籍児童生徒 79.5%（前回調査より 2.6%

増）、日本国籍児童生徒 74.4%（前回調査より 0.1%増加）となっている。具体の指導内容は

次の通りである。なお、日本語指導が必要な児童生徒が在籍する全学校数 11,548校である。 

① 日本語ゼロの子どもへの指導である「サバイバル日本語」は 44.2%（5,057校） 

② 文字、表記、語彙、文法、学校への適応や教科学習の基礎となる力をつける「日本語基

礎」は 62.9%（7,198校） 

③ 「JSLカリキュラム」は 26.7%（3,031校)  

④ 在籍学級での学習内容を先行したり、復習したりする「教科の補習」は 53.3%（6,067

校） 

また、個別の指導計画を作成して「特別の教育課程」により個別の指導を受けている児童

生徒の割合は、外国籍児童生徒 60.8%（前回調査より 18.2%増）、日本国籍児童生徒 57.3%

（前回調査より 18.5%増加）となっている。「特別の教育課程」による指導を実施していな

い理由としては、「日本語指導と教科の統合的指導を行う担当教師がいない」「個別の教育課

程の編成が困難」などの理由が上がっている。 

 学校での日本語指導が開始され、30 年以上が経過するが、いまだ、学校で日本語指導を

受けていない子どもが全体の２割以上おり、個別の指導計画のもとで日本語指導を受けら

れない子どもが４割以上いるという実態が浮かび上がってくる。 

 

（3）学校で「日本語」はどのように位置づけられているか 

外国人の子どもの教育で、「日本語」の重要性は明確であり、学校教育でも指導が行わ

れてきた。子どもの日本語指導では、語彙を増やし、文法構造の使い方を教え、読み方と

書き方を指導している。そして、日本語を使って複雑なことができるようにすることを目

指す取り組みがなされている。しかし、大きな問題は日本語指導と教科指導との統合が十

分になされていないという点である。既述の実態調査を見ても、JSLカリキュラムに基づ

いて指導を行っている学校は全体の 26.7%にとどまっている。教科学習では、日常生活で

はあまり使用されることない語彙を習得する必要があり、しかも、表記方法が複数あり、

漢字の語彙が増加していく。学習内容が高度化するため、教科の文脈の中で日本語指導と

の両立が難しくなり、教科内容の理解を優先させてしまうという現実がある。 

JSLカリキュラムでは、授業の目標は言語面と内容面の 2つを設定するようになってい

る。例えば、文科省の受入の手引きでは、算数の割り算の事例が紹介されている。算数の

目標としては、割り算について理解し、割り算ができるようになるという算数の目標を設

定すると同時に、その学習において必要とされる日本語の力、例えば、「割り算の計算の

仕方を日本語で表現できる」といったことが目標になる（１０）。しかし、学校では教科目標

が重視され、日本語の目標が背後に追いやられるという現実がある。この背景には、いく

つかの要因があるが、教師が日本語の知識がなく、どのような目標を設定するかがわから

ないということ、子どもの日本語力の評価ができないため目標設定もできないといった点

があげられる。さらには、日本語力の向上には日本語で話す、書くことが重要だが、その

時間が十分に取れないため、解答のみの発表に終わったり、書くことまで指導が行き届か

なかったりということも大きな要因である 



また、学校で「学習言語」を育成するという課題が十分になされていないという問題もあ

る。バトラー後藤は、「学習言語」を次のように定義している。第１は言語的な側面で、語

彙（教師の指示語などの一般語、分野限定の教科の専門語、比較・調査・分析などの学習語）、

音韻（文字と音との関係、音読の重視）、文法（特に論理文―と、ば、たら、なら、から、

ので、ても、など、で教科書にはよく出てくる）の３つをあげている。第２は認知的な側面

で、背景知識とスキーマ（知識間の関連と構造）、思考力（理解、応用、分析、統合、評価）、

ストラテジーからなる。そして第３は社会文化・心理的側面で、発話スタイル（家庭と学校

の発話の違い、相手の理解を確認するためにする発話）と学習スタイル（自分の意見をはっ

きりいうことに価値をおくスタイルなど）である（１１）。学習言語能力の向上にはこうした３

つの要素を視野に入れる必要があるが、実際は言語的側面の語彙、特に教科の専門語に焦点

が当てられることが多い。文法についても、最近は学校現場で意識されるようになり、国語

のリライト教材の作成や算数の文章題などで論理文や仮定文などをわかりやすく言い換え

るといった試みがなされているが、「日本語」の専門知識がなく、しかも教師個人の負担が

大きいため十分には対応できていない。リライトするにはそもそもどのような教材が有効

か、あるいは語彙や文法をリライトするには、「日本語」に関する知識が必要であり、かつ、

教科の文脈に即して行うには専門的な知見が必要になる。 

 

（4）専門家の養成と研修の必要性―そこでの関わり 

このように、学校の教育場面で日本語が背後に退くのは、学校に日本語を専門とする教

師はいないことが大きな要因である。今後必要なことは、「日本語」の専門家を養成し、

学校に配置することである。中長期的には教科としての「日本語科」を設置することが必

要であろう。現在、「特別の教育課程」の編成により正規の授業時間内で日本語指導がで

きるようになった。これをさらに進めて学校の教科として「日本語科」を創設することで

ある。すべての子どもが小学校から高校まで一貫して日本語教育が受けられるようにしな

ければならない。そのためには、学校の教科として「日本語科」を創設し、専門の教師を

養成する必要がある。これは、教職員免許状や学習指導要領の改訂も必要になりハードル

は高いが、検討すべき課題である。 

「日本語科」の設置や専門の教師養成は長期的な課題だが、短期的には現職の教師や指

導者の研修体制を整備していくことである。日本語に関する研修については、日本語教育

学会の調査では都道府県教育委員会で 48.7％、市区町村教育委員会で 21.8％となってい

る。この他、国際交流協会では 46.8％が研修を行なっており、「日本語支援者」と学校で

日本語指導を担当する教師も参加していることが報告されている（１２）。 

問題はそうした研修の内容である。日本語教育学会が「外国人児童生徒等教育を担う教

員の養成・研修モデルプログラム」のガイドブックを刊行している。外国人児童生徒教育

に担う教師の研修内容として 14の大項目が設定されている。そのうちの１つに「日本語

の特徴」があり、①外国語としての日本語（音韻・文字・表記・語彙・文法、学校文法と

の違い、諸言語との対照）、②文章・談話（ジャンルと文体、ことばの機能、表現の意

図、結束性）、③場面とことば（言語使用域、敬語、話しことばと書きことば、共通語と

方言、ことばの性差）が内容として上がっている（１３）。学校の教師や実際に指導にあたる

指導者にとっては、通常、「日本語」について意識することがなく、しかも知識もないた



め、こうした「日本語」についての研修が必要であり、しかも、教科の文脈に即して「日

本語」を位置付けて指導するためにも専門的な研修が必要である。 

 

５．検討すべき課題 

 今後検討すべき課題をあげる。 

（1） 子どもの教育において「日本語」をどのように位置付けるか、そしてその習得のた

めの学習活動等の検討 

（2） 日本語の習得と学習環境の関連の検討―子どもの属性や環境要因の詳細な分析 

（3） 教師養成や研修における「日本語」に関する内容・方法等の検討 

こうした課題に応えていくためには、日本語文法学会のどのような知見を活かすことが

できるか、本シンポジウムがこうした点を考える契機になればと願っている。 
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日本語指導の現場から－「学習者の多様性×指導者の多様性」が生む課題－ 

 

菅原 雅枝（愛知教育大学） 

 

1. はじめに：年少者への日本語教育 

年少者への日本語教育は、成人へのそれとどこが異なるのだろうか。石井は年少者日

本語教育の特性について、次のように述べている。 

年少者に対するあらゆる教育は、子どもの豊かな成長を目指すものであり、

子どもの成長・発達において重要な言語能力の育成に関わる日本語教育は、そ

うした全人的発達を支える教育の一環として位置づけられる。人としての成長

を支える教育であることを基本理念とすることによって、年少者日本語教育の

視野は、学習者ニーズに応じた日本語の知識や運用能力の育成という従来の対

象別日本語教育の枠組みを大きく越える。（石井、2006、p.4） 

 「人としての成長を支える」ことばの育成という視点は、少なくとも一つの言語でな

ら社会生活を十全に送ることができる言語力と社会経験を持つ成人学習者への教育と

大きく異なる点だと考える。 

年少者への日本語教育の対象者は次のようなグループが想定される。 

① 日本国内に暮らし日本語で行われる学校に通う子どもが第二言語として学ぶ。 

② 日本国内の外国人学校・インターナショナルスクール等に通う子どもが外国語の

授業として学ぶ。 

 ③ 海外の学校で外国語の授業として学ぶ。 

 ④ 海外の日本語を教授言語とする学校に通う子どもが第二言語として学ぶ。 

 ⑤ 海外で生まれ育った日本にルーツを持つ子どもが継承語として学ぶ。 

本稿では、①の「日本の学校で学ぶ子どもたち」への日本語教育の現状について、報

告者の日本語指導者、指導者研修担当者としての経験から述べる。なお、ここからは学

校教育の場で使用される「日本語指導」の語を用いる。 

 

2. 日本語指導が必要な児童生徒の現状と体制 

 近年、外国人児童生徒等教育をめぐる施策が大きく動いている。2014 年には取り出

しiによる日本語指導を特別の教育課程として編成することができるよう省令改正され

た。2017年に告示された学習指導要領には、総則に「特別な配慮を要する児童／生徒へ

の指導」として「（２）海外から帰国した児童／生徒などの学校生活への適応や，日本

語の習得に困難のある児童に対する日本語指導」が挙げられ「個々の児童の実態に応じ

た指導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行うものとする。特に，通級による

日本語指導については，教師間の連携に努め，指導についての計画を個別に作成するこ



となどにより，効果的な指導に努めるものとする」との記載がなされた。2019年に施行

された「日本語教育の推進に関する法律」では、児童生徒を含めた対象者に対する日本

語学習機会の最大限の確保が国や自治体の責務とされた。そして 2021 年 1 月にまとめ

られた中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して」では、基本

的考え方の第一に「外国人の子供たちが共生社会の一員として今後の日本を形成する存

在であることを前提に，関連施策の制度設計を行うことが必要」と述べられ、指導者に

対する研修機会の充実、教員養成段階における学びの場の提供などが求められている。 

 日本語指導が必要な子どもたちを含めた外国人児童生徒を支援する場としては、大き

く学校と地域があり、日本語指導のほか、学習支援、母語による支援や母語の保持、「心

のケア」や「居場所づくり」といった活動が行われている。子どもたちへの支援では「日

本語は指導するが子どもたちの悩み事は聞かない」というのは現実的ではなく、地域の

教室ではこのうちの一つを核とし、他の要素も織り込みながら活動をしている。 

学校での支援の内容や規模は、日本語指導が必要な児童生徒の在籍数及び地域の人的

リソースに大きく影響される。平成 30 年度の文部科学省「日本語指導が必要な児童生

徒の受入れ状況等に関する調査」では、都道府県レベルで 12、市区町村レベルで 88の

自治体が、単独予算による日本語指導担当教員の「加配措置」を実施していた。加配教

員配置校の多くで「日本語教室」「国際教室」と呼ばれる取り出し指導の場が設置され

ている。在籍者数が多い地域では、初期日本語指導のための施設・教室を設置し、近隣

の子どもたちが通級するシステムを持つところもある（例：横浜市「ひまわり」、豊橋

市「みらい」、可児市「ばら教室」）。学校単位でみると日本語指導が必要な児童生徒の

在籍数が 10人未満の学校が大半を占め、指導は個別で行われることが多い。指導期間、

時間数、使用するテキストやカリキュラムなどはすべて現場に任されている。 

文部科学省の「外国人児童生徒受入れの手引」（2019）では、学校の日本語教室で多

く行われているプログラムとして次の 5つを挙げている。 

 ① サバイバル日本語：来日直後の児童生徒が「健康」「安全」「関係づくり」「学校

生活」で必要な目標行動を達成できるようになることを目指す。知識や正確さでは

なく、意図するところが伝えられるかどうかを重視する。 

 ② 日本語基礎：日本語の語彙、文字・表記、文法・文型、発音等を指導項目とし、

体系的に指導する。 

 ③ 技能別日本語：「話す」「聴く」「読む」「書く」のうち一つに焦点化して行う。「文」

ではなくまとまりのある内容の理解や産出を目的とする。小学校高学年以上で重要

かつ有効とされる。 

 ④ 日本語と教科の統合学習：通常学級での教科学習に参加するための橋渡し的意味

合いを持つ。「日本語と教科の統合学習」を進めるために文部科学省が開発したも

のを「JSLカリキュラム」と呼ぶ。 



 ⑤ 教科の補習：母語や児童生徒の理解可能な日本語で、通常学級で行われている教

科学習の内容を確認したり、未習部分を補ったりする。 

 担当教員、教育委員会派遣などとして児童生徒の日本語指導に当たる人々には、個々

の児童生徒の日本語力を把握し、実態に合わせてこれらのプログラムをコースとして設

計・実施する力が求められる。 

 

3. 子どもたちの現状と必要なことばの力 

3.1 児童生徒の多様性 

グローバル化の進展とともに子どもたちの多国籍化が進み、多様な言語文化背景を持

つ子どもたちが同じ教室で学ぶようになってきている。また、同じ国から来日した子ど

もであっても、その家庭環境、来日の経緯、将来の見通しなどは異なる。一方で、国内

で学ぶ児童生徒はその大半が親に「連れてこられた」存在だという共通点も持つ。意思

に反して来日し、言葉が通じない状況に置かれるストレスと不安は非常に大きく、これ

による子どもたちの学習意欲のなさ、意欲を維持する難しさは多くの日本語指導者が指

摘するところである。 

2点目として、発達段階の違いがある。母語でもことばを分析的に見ることができな

い小学 1 年生と母国で外国語の授業を受けたことのある中学 3 年生への日本語指導の

方法を全く同じよ

うに語ることはで

きない。文部科学省

『外国人児童生徒

受け入れの手引』で

は発達の段階と言

語習得の特徴、適し

た指導方法につい

て右図のように示

している（文部科学省、2019、p.35）。 

同学年でも母国での学校経験によって、教科学習や学習場面で必要とされる言語の習

得にかかる時間は異なる。こうした違いは授業を計画するときに重要な要素となる。 

発達段階の違い、学習意欲の低さへの対応は、成人への指導と異なる年少者への日本

語教育の特徴として特に留意すべきところであろう。 

3.2  求められる日本語の力 

成人への日本語教育と最も大きく異なるのが、教科学習に参加するために必要なこと

ばの力の育成である。子どもたちは周囲の仲間や大人たちとのやり取りの中で学んでい

く。言語・環境の変化によるかれらの学びの空白期間ができうる限り最小となるよう、



かれらの学習、社会経験を支えることばの力を育てることが必要である。では、日本人

児童生徒が学ぶ教科学習ではどのようなことばの力が必要とされているのだろうか。小

学校 4年生社会科を例に見てみよう。 

【社会科 4年「ごみしょりのくふう」（45分授業） 授業の流れii】 

 ① ごみ処理に関する課題を振り返り家庭で工夫していることを話し合う。 

 ② ごみを減らすための取り組みを調べる。 

    ・資料を読み取る。 

・取り組みの共通点を探す。 

 ③ ゴミを減らすために必要なことを考える。 

    ・グループで話し合う。⇒ 発表する。 

    ・市役所の取り組みを知る。（資料の読み取り） 

 ④ 本時のまとめ 

    ・わかったことを言語化する。（発表、ノートに記述） 

この流れを見ると、日本語で書かれた資料の読み取り、それに基づく話し合い活動が

中心となっている。日本の学校教育では読み書きが重視される傾向にあったが、近年、

アクティブラーニングの推進により話し合い活動や調べ学習が多く行われている。日本

語学習者である児童生徒がこうした活動に参加するには、 

・自分に必要な情報を読み取る。 

・友だちの話す抽象度の発話を聞いて内容を理解し、それに反応する。 

・日本語で自分の考えを述べる。 

・自分の考えや理解したことを書いて示す。 

などが求められる。さらに日本語で行われる試験等で問題を読み取り、適切に答える力

をつけることも児童生徒に期待される。日本の学校に通う子どもたちへの日本語指導で

は、こうした活動に参加できる日本語力を育成することが目標となる。 

3.3 学習者の課題 

成人と異なり、子どもたちは日本語が十分ではないことに対する周囲の配慮が期待で

きず、媒介語や辞書の使用なども難しいため、編入したその日から日本語のみの環境に

置かれる。日本人児童生徒と同じ生活を送るかれらは、常に「生」の日本語に触れ、日

本語教室以外の場からも多くを学んでいく。結果、「悪いことばから先に覚える」とい

うこともよくみられる。一方で、文型として正しい日本語が子どもたちの生活場面の表

現とは異なるといった日本語指導と子どものことばの使用実態の乖離も起こる。人間関

係を構築していくには「正しくなくても適切な表現」の獲得が求められる場面もあると

いうことになろう。 

日常生活場面でことばを使う力は、1～2 年で年齢相当になるといわれている。これ

に対し、学習場面で母語話者と同じように学ぶためのことばの力の獲得には 5～7 年以



上かかるとされる。年少者は日常会話の習得は速い。しかしその日常会話の流暢さが、

学習言語能力の不十分さを見えにくくする。指導者だけでなく、児童生徒本人も「日本

語が話せるのに勉強ができないのは学力の問題」という受け取り方をしているケースが

多い。これは、日本語の課題が学力にすり替わるということと同時に、「日本語指導は

もう必要ない」と考えてしまうという危険性をはらんでいる。この点については指導者

以上に児童生徒本人に顕著で、会話に問題がなくなると取り出しの指導を拒否するよう

になることも多く、日本語で学ぶ力を育てるという点から大きな課題である。 

日本の学校に通う日本語学習者たちは、成人学習者よりも速いスピードで、日常会話、

教科学習等の場面に応じて日本語をツールとして適切に使用できるようになることが

求められている。 

 

4. 指導者の現状 

学校で外国人児童生徒等に関わる人々は多いが、ここでは、日本語の指導に関わる

人々について述べることとする。 

4.1 教員：「母語としての日本語」の視点 

「特別の教育課程による日本語指導」で主たる指導者となれるのは、教員免許保持者

である。しかし、日本語教室担当となるための特別の免許や資格（特別支援学校教諭免

許や司書教諭資格にあたるもの）はなく、通常の教員免許を持った常勤、非常勤の教員

が学校長の指名を受けて担当することになる。したがって現在日本語指導を担当してい

る教員の大半は日本語教育の専門性は持たない。また、教員は自身が児童生徒として学

んできたことにより、教員になった段階で一定の授業観がある（「観察による徒弟制」 

坂本・秋田、2012）というが、自身が日本語以外を使用して生活した経験を持つ、ある

いは児童生徒時代に言語文化背景の異なる子どもが身近にいて日本語指導の様子を知

っている日本の教員はごく少数と考えられる。日本語指導担当教員等への研修機会の確

保が必要といわれているが、日本語指導が必要な児童生徒が在籍する市区町村で研修を

実施しているのは 21.5％である（日本語教育学会、2019）。これは研修を主導する都道

府県、市区町村教育委員会に外国人児童生徒教育の情報を持つ人材がいないこと、さら

に一般に日本語担当である期間が短く、「日本語指導担当」経験者ということが教員の

専門性として、キャリアパスに位置づいていないことが要因だと考えられる。担当とな

った教員は「何をどう指導すればよいかわからない」まま子どもたちと向かい合ってい

るのが現状である（齋藤・菅原、2017）。 

教員の多くは、日本語教育についての知識を持たず、「日本語母語話者」として子ど

もへの日本語指導に当たっている。一方、かれらが学校教育の専門家として持つ、子ど

もたちの様子を見取ったり日本人児童生徒との関係構築を支えたりする力、教科指導に

関する知識と経験などは日本語指導場面でも重要である。 



4.2 日本語支援者：「第二言語としての日本語」の視点 

教育委員会からの派遣、地域の日本語教室などで日本語指導に当たる支援者は多様で

あり、必ずしも日本語教師資格が求められるものではないが有資格者も多い。また、中

教審答申でも「日本語教師の積極的活用」ということが述べられている。しかし、これ

まで述べてきたように、児童生徒への日本語指導では、かれらが日本語を使う文脈の把

握は不可欠であり、それに合わせた指導が望まれる。子どもの発達や学習言語能力の育

成といった点では研修が必要である。日本語教育学会では 2020 年度から文化庁の委託

を受け、日本語教師資格を持つ人を対象とした「子どものための日本語教育研修」を実

施している。 

日本語教師としての資格の有無にかかわらず、日本語支援者として指導する人は「児

童生徒に日本語を指導する」ということを認識してその職に応募した人々であり、日本

語母語話者という視点に加え、日本語を「第二言語」「外国語」として客観的に見るこ

とのできる人々である。 

4.3 母語支援者：「第二言語学習経験者」の視点 

平成 30 年の文部科学省調査では、市区町村レベルでの支援の取り組みとして、母語

での支援ができる人材の派遣を挙げるところが 367と最も多かった。子どもたちの母語

を使った支援を行う人々は、語学相談員、母語指導員等と呼ばれているが、自治体によ

って期待される役割は異なっている。「母語」支援という名称からも、その中心的役割

が母語の使用が効果的と考えられる「通訳翻訳」「心のケア」「学校生活に必要な最低限

の日本語」にあることが推測されるが、実際には初期日本語指導を行うことも多い。こ

れは学校・教育委員会の母語支援員に期待する「最低限の日本語の習得」が「サバイバ

ル日本語」を越え、文法文型など基礎日本語の領域にまで広がっているということと、

「子どもの母語ができないと指導できない」という学校教員の思い込みによるものでは

ないかと思われる。母語支援者には子どもたちの母語に堪能な人たちが求められるため

日本語非母語話者もたくさん活躍している。  

母語支援者は、日本語教育の専門性は持たないが、日本語母語話者の場合、第二言語

で日常会話以上の力を獲得した人、非母語話者の場合は日本語を学び、第二言語として

日本語を身に付けた人、とみることができる。 

 

5. 課題 

年少者への日本語教育の現状の課題として、まず、「日本語」に対する視点の異なる

3者がそれぞれに日本語指導をしていることが挙げられる。学習者である子どもたちが

置かれている状況、子どもたちの持っている母語での力や経験、獲得が期待される力な

どが多様であり、子どもたちにはできる限り効果的な指導が望まれる中、指導者の異な

る専門性を生かし、補完しあって指導に当たることが望まれる。しかしながら現状では



これらの指導者が場を共にし、個々の児童生徒について話し合う機会は限られている。 

2点目として、ツールとしての日本語、特に日本語による発信という視点の弱さがあ

る。子どもたちが必要としているのは、必ずしも日本語の知識や（文法的）正確さでは

なく、日本人児童生徒と同じ場で日本語を使って自身の経験や学び、理解したことを伝

えられることである。この点については、指導する側が支援方法を検討する前に「日本

語が不十分なので無理」と諦め、子どもたちがこうした活動に参加する機会を奪ってい

るケースも多いのではないかと思う。 

ここまでの課題を「文法」を例にまとめてみたい。まず、子どもたちの成長・発達を

支えるための日本語指導の視点に立つと、文法は「子どもたちが自分の思い・考え・理

解したことを相手に正確に伝える」ために必要なものであると考える。学習者側には、

発達段階や学習経験によって「ルールとして学ぶことができるか」「それを他の場面に

応用できるか」といった問題があり、指導者側には「子どものつまずきを文法という視

点から見つけることができるか」「ルールとして説明できるか」「子どもがその文法を使

いたい文脈と子どもの認知発達段階に応じた指導の方法を考えられるか」という課題が

ある。学習者である子どもの多様性は受け入れるほかない。その上で、現在は課題とな

っている指導者側の多様性を強みに変え、子どもたちが成長・発達するために必要なこ

とばの力を身に付けられるような体制を作ることが必要なのではないだろうか。 

最後に、通常学級の教員の意識について触れておきたい。『受け入れの手引』を見て

も、通常学級の教員に求められるのはいかに温かく受け入れるか、そうした学級をいか

にして作り上げるかに焦点が当てられており、教科指導場面での配慮についてはほとん

ど触れられていない。日本語教室で教科学習場面での日本語について学ぶのであれば、

日本語教室での学びに基づき、どのように通常学級の中でかれらを生かしていくかを検

討する必要があろう。子どもにとって「学んだ日本語を実践する場」である通常学級の

教員が日本語支援の視点を持たず、たとえば、日本語指導は日本語教室で行い、通常学

級ではこれまで通りの指導でよいといった考えで授業を行っていては、学習意欲の維持

が困難な子どもたちの学びを支えることはできない。子どもたちの成長・発達を支える

ためのことばは、子どもたちに関わる全ての大人がその重要性と難しさを認識し、個々

の知識や経験を持ち寄って育てていくものなのではないかと考える。 
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